
1．はじめに
昨今，オープンサイエンスや，研究公正，研究 DX と呼

ばれる流れ等から，大学等研究機関における研究データ管
理（ま た は 研 究 デ ー タ マ ネ ジ メ ン ト，Research Data 
Management（RDM））が重視されている。RDM とは，
研究の立案から終了までを通してどのようなデータを利
用・取得・生成するか，またこれらのデータをどのように
解析・保存・共有・公開するかを明確にし，これを実施す
ることを指す 1)。RDM について，京都大学では国内外の
動向に合わせるように取り組みを進めてきた。本稿では，
京都大学における RDM の取り組みについて経緯を振り返
り，2024 年 1 月に設置された RDM のための組織である

「データ運用支援基盤センター（Center for Open Science 
and Data Management（CODA））」の活動を紹介する。
なお，本稿は 2024 年 9 月 10 日開催の「研究データエコ
システム東海コンソーシアム 第 4 回セミナー」における
著者らの報告を元としており，同セミナーでは研究データ
管理計画（Data Management Plan（DMP））がテーマ
となっていた。そこで本稿においてもデータ運用支援基盤
センター内につくられた学内向け支援組織である RDM コ
ンサルタントグループに寄せられた，DMP に関する問い
合わせを紹介し，RDM および DMP に関する現在の課題
を共有する。

オープンサイエンスや研究公正などの文脈から，大学等研究機関における研究データ管理（RDM）が推進されている。京都大学では国
内外の動向に合わせるように RDM の取り組みを進めてきた。本稿では，京都大学における取り組みについて経緯を振り返り，2024 年 1
月に設置した RDM のための組織である「データ運用支援基盤センター」の活動を紹介する。また，データ運用支援基盤センター内に学内
向け支援組織となる「RDM コンサルタントグループ」を構成し，そこに寄せられた研究データ管理計画（DMP）に関する問い合わせを
紹介することで，RDM および DMP に関する現在の課題を共有する。
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2．RDMに関する国内・学内の動向
2.1　国内動向

オープンサイエンスの文脈における国内政策動向につい
ては，国立情報学研究所オープンサイエンス基盤研究セン
ターがまとめている Web ページ「オープンサイエンス政
策動向」が詳しい 2)。この Web ページに記載されている
とおり 2013 年の「G8 科学大臣会合における研究データ
のオープン化を確約する共同声明」を機に，オープンサイ
エンスや研究データに関する政策が進んだ。また文部科学
省が策定した「研究活動における不正行為への対応等に関
するガイドライン」（2014 年），および日本学術会議によ
る回答「科学研究における健全性の向上について」（2015
年）によって，研究公正の文脈から研究データの適切な保
存・管理が一層要求されることとなった 3)。以降，オープ
ンサイエンスと研究公正双方の文脈において RDM に関連
する各種の政策や方針が進められてきている。直近で研究
者にとってインパクトのあった政策としては 2024 年 2 月
に内閣府統合イノベーション戦略推進会議で決定された

「学術論文等の即時オープンアクセスの実現に向けた基本
方針」であろう。この方針で 2025 年度から新たに公募を
行う競争的研究費を受給する者に対し，その研究費による
学術論文及び根拠データの即時オープンアクセスが求めら
れた 4)。その後，「即時」の定義や根拠データの範囲につ
いて，具体的方策が示されている 5)。

2.2　学内動向
国内動向に対応するように京都大学でも取り組みが進め

られてきた。なお，本稿においては過去の出来事を著者ら
が理解した範囲で特徴を抽出，整理して記載する。事後的
に振り返る形で本稿の趣旨に当てはめて記載するものであ
り，出来事が生じた当時の主旨，意図等を正確に反映して
いない可能性があることをお断りしておく。
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2.2.1　研究公正に係る取り組み
2015 年には研究公正の文脈において「京都大学におけ

る公正な研究活動の推進等に関する規程」が改正され，関
連する取り組みとして「研究公正推進アクションプラン」
が開始された 6)。研究推進部（2025 年 1 月より総合研究
推進本部）が取りまとめを行い，その内容は公正な学術活
動の啓発や，学術マナー教育など，研究公正に関する啓発・
教育的側面が強い。アクションプランでは「研究データ保
存」も取り上げられており，「研究データの保存に係るルー
ルを，内規等でしっかりと定めるとともに，少なくとも年
度内に 1 度は構成員に対して周知徹底する。」と定められ
ている。これに伴い，毎年 1 回部局に内規等の制定状況，
およびその周知に関して実績の照会が行われている。令和
5 年度の実績としては，照会のあった 54 部局のうち，内
規等を決めている部局は 54 部局（100％），周知を行った
部局は 45 部局（83％）であった。
2.2.2　オープンサイエンスに係る取り組み

オープンサイエンスの文脈においては 2015 年に「京都
大学オープンアクセス方針」が策定された 7)。この方針に
おいて，学術雑誌等に掲載された京都大学教員の研究成果
を 京 都 大 学 学 術 情 報 リ ポ ジ ト リ（Kyoto University 
Research Information Repository（KURENAI））によっ
て公開することが定められた。なお，KURENAI は 2006
年から運用されている。2016-2021 年には図書館機構を
中心とした「京都大学オープンアクセス推進事業」が実施
された。本事業において，文献等の公開を主としていた
KURENAI において研究データの公開が可能となるよう，
2019 年度に「京都大学学術情報リポジトリ運用指針」が
改訂された 8)。この改訂により KURENAI にて研究デー
タへの DOI 付与も開始された。また，本事業において
2020 年に策定された「京都大学研究データ管理・公開ポ
リシー」（後述）の原案を作成した。他方，2017 年には
RDM に関心の高い研究者を中心とした「アカデミック
データ・イノベーションユニット（通称：葛ユニット）」
が結成された。このユニットにおいて，様々な分野におけ
る RDM の現状が報告され，RDM に求められるスキルに
ついてルーブリックを用いた検討が行われた 9)。
2.2.3　学内関連サービスとその課題

前述のように京都大学ではオープンサイエンスや研究公
正の文脈において RDM に関連する種々の取り組みを進め
てきており，その要求を実現するために情報基盤や関連す
る IT サービスが構築されてきた。

まず 2015 年 5 月から ownCloud を，その後 2017 年
12 月からは Nextcloud を利用してオンプレミスのクラウ
ドストレージサービスを提供した。これは研究データを少
なくとも 10 年間保存するためのシステムとして試行導入
された。また 2016 年 3 月から 2017 年 12 月まで「研究デー
タ 10 年保存システムβ」をオンプレミスの仮想マシン上
の独自 Web システムとして提供した。その後継サービス
と し て 2017 年 11 月 か ら 文 書 管 理 シ ス テ ム（Oracle 
WebCenter Content）と光ディスクストレージを組み合

わせた「研究データ保存サービス」を提供したが，利用が
広がらず 2021 年 6 月で終了した。一方，SaaS 形態のサー
ビスとして 2019 年 1 月から Google Workspace，2023
年 7 月から Microsoft365 A3 ライセンスが利用可能とな
り，ファイルの保存・共有のために利用されている。

このようにいくつかのサービスが提供されてきたが，
SaaS のストレージサービスを除けば，サービス自体が試
行目的であったり，正式サービス化されても利用が広がら
ないという状況が散見される。背景には継続的な環境整備・
予算確保の方針がないまま進んできたという原因が考えら
れる 10)。オープンサイエンスや研究公正の文脈からスト
レージ整備の要請が執行部からあったとしても，それを利
用する個々の研究者の要求に関する調査が不十分だったこ
とも影響しているだろう。毎年減額される運営費交付金の
中で持続的な情報基盤の調達も困難であり，サービスの持
続性，拡張性について保証できない状況で運用を開始して
いるようにも見える。

3．研究データ管理・公開ポリシー
3.1　ポリシー策定のための組織整備

研究データ管理・公開ポリシーは全学的な委員会である
「研究者情報整備委員会」のもとに 2020 年に策定され
た 11)。研究者情報整備委員会は元々いわゆる研究者総覧

（京都大学では「教育研究活動データベース」と呼ばれる）
を構築するための委員会であった。この委員会の下に「リ
サーチデータマネジメント専門部会」を設置し，さらにそ
の下部組織として「リサーチデータポリシー策定ワーキン
ググループ」（2019 年 12 月設置，2020 年 3 月終了），「研
究データ管理・公開ポリシー利活用ワーキンググループ」

（2020 年 7 月設置，2021 年 3 月終了），「研究データ管理・
公開促進ワーキンググループ」（2021 年 7 月設置，2023
年 3 月終了）を置き，各ワーキンググループにおいて具
体的な作業を進めた。

3.2　ポリシーの要点
研究データ管理・公開ポリシーでは RDM に関する目的

や研究者及び大学の責務を定めている。本ポリシーでは
RDM の価値について，研究データを適切に管理・保存・
公開を行うことは，研究データの価値を認め，主体的に研
究データを保護することであり，研究者自身が将来に渡り
より良い研究を行うために，また京都大学における将来の
研究を守るために重要なものであるとしている。また，研
究データの定義として「デジタル・非デジタルを問わない」
としていることも特徴である。大学として研究データ管理・
公開を支援する環境を整備する責務があることも書き込ま
れており，例えば適切に RDM を行えるデジタルプラット
フォームを提供すること等が記載されている。

4．データ運用支援基盤センターの設置
4.1　設置までの経緯

2020 年の「研究データ管理・公開ポリシー」策定を契
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機に，その実践のために必要な学内支援体制等の検討が進
んだ。2022 年に「京都大学 ICT 基本戦略 2022」が策定
され，ここでは「データ運用のための環境整備とシステム
構築」や「データ駆動型研究のための計算資源の整備」が
掲げられた。こうした方針等の動きに対応するように，
2024 年 1 月に京都大学情報環境機構を改組し，その中に

「データ運用支援基盤センター」を設置した。

4.2　主な取り組み
データ運用支援基盤センターは京都大学における RDM

の仕組みや基盤の構築が目的であり，次を主業務としてい
る。①データ運用のための環境整備とシステム構築，②デー
タ駆動型研究に対応する計算機資源の整備と全学利用体制
の確立，③情報にかかわる知識・技能の習得支援，である。

研究の着想・モチベーションに始まり，データの取得・
処理やその検証・論証を経て，研究成果をまとめ論文化し
て 公 開 す る 一 連 の 流 れ を 研 究 サ イ ク ル と 呼 ぶ と す る

（図 1）12)。公開された研究成果はさらに次の研究サイクル
につながる。RDM は研究サイクルの各ステップにおいて
検討すべき点があり，京都大学ではデータ運用支援基盤セ
ンター，学術情報メディアセンター，図書館機構，また関
連する組織が協力して取り組む。また，各ステップでは専
門的人材による支援を想定している。実験機器等から得ら
れた 1 次データを処理して 2 次データが生じ（3 次，4 次，
と継続してデータが生成される場合もある），こうしたデー
タの処理においてはデータエンジニアやデータアナリスト
の協力が想定される。2 次データを検証して理論を導き，
論証する際にはデータキュレーターやデータサイエンティ
ストの協力が想定される。こうしたプロセスを通じて適切
にデータが管理されることが望ましい。成果の見通しが立
つとそのオープン化，つまり論文化のフェーズに入るが，
論文化の過程や付随するデータの公開においては，ライブ

ラリアンやデータライブラリアンの協力が想定される。
データを軸にした円滑な研究サイクルの展開を目指し，

データ運用支援基盤センターに 2 つのグループを設置し
た。「ストレージサービスグループ」と「RDM コンサル
タントグループ」である。前者は研究データの保存・共有
のためのオンプレミスのストレージを構築，提供する。な
お，オンプレミスのストレージは前述の「リサーチデータ
マネジメント専門部会」における議論を元に必要性が認識
され，かつ予算が確保できたために構築が決定された。後
者は RDM に関する学内の問い合わせ窓口や今後のサービ
スの企画および学内展開を担う。後者における体制や問い
合わせの内容について次から述べる。

5．RDMコンサルタントグループの取り組み
情報環境機構，附属図書館，総合研究推進本部（旧学術

研究展開センターと研究推進部）の構成員を中心に，約
10 名を中核的なメンバーとしてデータ運用支援基盤セン
ターの下に RDM コンサルタントグループを構成した。
RDM コンサルタントグループは学内の関連する組織や複
数部局の若手研究者と連携・協力することを想定している。

5.1　学内ヒアリング
RDM コンサルタントグループでは関係する組織と協力

して，学内で RDM に関する現状や課題等のヒアリングを
進めている。ヒアリングは文理問わず学内の教員を主な対
象とし，2025 年 3 月までに計 25 回ほど実施した。その
結果の概要を次に記載する。

研究室で行われている研究データの管理状況について
は，研究室の NAS や研究室で契約しているクラウドサー
ビスに保存しているが，データの整理は十分でないとの回
答が多かった。データ共有については，研究室の NAS で
Nextcloud などを構築する例もあれば，クラウドサービ

図 1　研究サイクルとデータ管理・利活用のための支援
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スの Dropbox や Google Workspace，Notion などの利
用も見られた。論文の根拠となったデータについては保存
しているが，そうしたデータを取得した研究者本人が見直
すため，または他の研究者による利用可能性を高めるため
のメタデータ付与は十分でないとの回答があった。分野に
よってはスパコンや各自の計算環境を用いた解析の流れに
ついても現状をヒアリングした。研究データ公開への考え
については，公開のメリットが不明であるとの声が多く，
公開しても他の研究者が適切にデータの内容を理解できる
のか疑問視する意見もあった。また研究データを大学で管
理することについて，研究公正の目的のみであればスト
レージ基盤の整備にかかる大学側のコストや，必要なメタ
データを付与する研究者側のコストについても検討すべき
との意見があった。RDM コンサルタントグループでは，
得られた知見を元にサービスを企画するとともに，研究現
場における課題やニーズの把握を継続的に行う予定であ
る。

5.2　RDMポータルサイト
RDM コンサルタントグループでは RDM に関する学内

のポータルサイトとすべく，ウェブサイト「京都大学にお
ける研究データ管理（RDM）」（https://rdm.kyoto-u.ac. 
jp/）を 2024 年 4 月に立ち上げた。そのコンテンツは，
前述の「研究データ管理・公開促進ワーキンググループ」
が公開していたウェブサイト「京都大学研究データ管理・
公開支援」をベースにし，さらに附属図書館で公開してい
た関連するコンテンツを統合，整理した。また，RDM に
関する相談等を受け付けるための問い合わせフォームを用
意した（図 2）。

5.3　問い合わせ対応
RDM に関する問い合わせは，RDM コンサルタントグ

ループを軸とする RDM サポートセンターが対応してい
る。2025 年 3 月までに RDM に関する問い合わせが 6 件
あった。件数は多くないものの，その内容は DMP に関し
て研究者が現状抱える課題の一端を窺うことができる。例
えば，次のような主旨の問い合わせがあった。
（1）管理対象データの基準は大学として定めているか
（2）DMP を作成する単位は予算ごとか，テーマごとか
（3）�研究データに付与するメタデータはどのような形

式で作成するのか
どの質問もポリシーのみでは判断しにくい，具体的な運

用における課題と考えられる。京都大学では全学レベルで
RDM に関するポリシーを定めているが，実際の運用につ
いては部局で実施方針・ガイドラインを作る形となってい
る。そのひな形は KURENAI にて公開されている 13)。

特定の研究助成団体が求める DMP に関する質問が来る
こともある。RDM コンサルタントグループでは内部で質
問を共有して意見し合うが，研究助成団体の DMP に関す
るガイドラインの理解がグループ内でも分かれることがあ
る。このような場合は，できる限り確からしい回答を作成
するとともに，研究者から研究助成団体に問い合わせても
らうよう返すことになる。

6．おわりに
京都大学では，オープンサイエンスや研究公正の文脈に

関する国内外の動向に合わせ，RDM の取り組みを進めて
きている。2024 年 1 月に設置されたデータ運用支援基盤
センターはこの取り組みを一層進めるため，学内関係組織
と協力し，学内の情報基盤や支援体制の構築を目指してい
る。RDM コンサルタントグループのメンバーは組織横断
的に構成され，サービスの企画や学内相談窓口を担ってい
る。

一方で，問い合わせ内容からは現状研究者が抱える悩み
が垣間見え，特に全学的な RDM に関するポリシーのみで
は対応できない課題が生じている。筆者らが推察するに，
その背景には，研究室等において現在行われている RDM
と，政策上求められる RDM およびその計画（DMP）に
乖離があるからではないだろうか。現在研究室等で行われ
ている RDM 方法をオープンサイエンスや研究公正の観点
から改善することは重要ではあるが，研究者にとって従来
の慣れ親しんだ行動様式を変容することは困難や苦痛を伴
う。また，十分な支援体制や資金がない状態では一足飛び
に最善な RDM を実現することも容易ではない。研究者に
とって RDM が「手間はかかる上にメリットの薄い」取り
組みとならないよう，大学等研究機関においては人材や資
金等のリソース支援を充実させ，研究者にとって利便性の
高いサービスを提供する必要があると考えられる。
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Case Study: Research Data Management at Kyoto University. Eiri ONO, Noritoshi ATSUMI (Center for 
Open Science and Data Management, Institute for Information Management and Communication, Kyoto 
University, Yoshida-honmachi, Sakyo-ku, Kyoto-shi)

Abstract: In the context of open science and research integrity, research data management (RDM) is 
being promoted at universities and research institutions. Kyoto University has been promoting research 
data management initiatives in line with domestic and international trends. This paper reviews the 
history of the efforts at Kyoto University and introduces the activities of the Center for Open Science and 
Data Management (CODA), an organization established in January 2024 for research data management. 
In addition, we introduce the “RDM Consultant Group”, an internal support group and the inquiries 
received there concerning the research data management plan (DMP).
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